
静岡県地域医療構想（案）に対する県民意見及び関係団体等意見への対応 

 
１ 県民意見提出手続き（パブリックコメント）の実施 

（１）期間 

平成 28 年１月 15 日（金）から平成 28 年２月 11 日（木）まで（27 日間） 

（２）意見提出状況 

  ４人 ５件  

（３）提出された意見に対する考え方 

No. 項目 意   見 意見に対する考え方（案） 

１ 
医療 

供給数 

表 4-7(P21)をはじめとした平成 25 年度の医療供

給数は実際と異なる。（下記理由参照）又それに付

随して図 5-3(P25)の平成 25 年度をはじめとした

在宅医療等の数値も実際と異なるのではないか。

実際と異なる（誤解が生じるような表現の）数値

を用いて、パブリックコメントを求めること事態、

誤りではないか。 

（理由）以前の県の説明では 表 4-7 の数値は

一般病棟で 175 点未満と療養病棟の医療区分 1 の

70％の入院患者数が除外されていると聞いた。実

績というならそれを除外しない数値を用いるのが

適切ではないか  

地域医療構想における医療供給数や在

宅医療等の考え方を本文中に記載して

おり、「一般病棟で 175 点未満と療養病

棟の医療区分 1の 70％の入院患者数」

については「在宅医療等」に含むこと

としています。 

平成 25 年度の実績と平成 37 年の推計

値も、同じ考え方を用いています。 

２ 
在宅 

医療等 

地域医療協議会「地域医療作業部会」における意

見の概要をみると、とりわけ県東部において在宅

医療の対応について困難さが表明されている。厚

労省からは在宅医療推進の立場で数値原案が作

成・提案されているが、この案をみるかぎりその

意見を反映させて原案から供給数の変更等検討が

なされているとは思えない。日程ありきではなく、

意見を十分反映させて案を作成すべきではないの

か（なかったのか）。 

静岡県地域医療構想（案）は、介護施

設や高齢者住宅を含めた在宅医療等で

の対応が着実に進められるよう、各地

域の地域医療協議会及び同作業部会に

おける審議を経て作成しました。 

在宅医療等の充実に向けては、「第５章

第２節 実現に向けた方向性」として、

今後とも、関係機関とも連携して推進

することとしています。また、各圏域

においても、在宅医療等の充実を進め

ることとして記述しています。 

３ 
在宅 

医療等 

患者となった県民の在宅歯科医療の始まりとな

る、退院時カンファレンスに歯科の関与の必要性

を明確に記載するべき。 

新オレンジプラン、栄養サポートに歯科の参加が

明記されるなか、在宅医療の体制整備の中で、退

院時カンファレンスという生活支援に関わる部分

に歯科は多職種という言葉で包括されてしまって

いる(P28)。病院から在宅等への移動にあたり、歯

科の関与が今後の生活支援に欠かせないものと思

われ、在宅医療の体制整備の中での退院時カンフ

ァレンスにも“歯科”の言葉を明記し、歯科が参

加しやすい環境をつくるべきだと思う。多職種に

含まれるということでは、かかわる職種・行政担

当者によっては“歯科”の言葉が無かったと言う

理由で、歯科医師に情報の入らないことがある。

P28「イ 在宅歯科医療の体制整備」に

おいて、病院の地域医療連携室等と歯

科医院との連携について記述していま

す。 

資料２ 



No. 項目 意   見 意見に対する考え方（案） 

４ 

病床機

能の分

化連携 

・ 

慢性期

医療等 

医療機関相互の連携を推進(P26)するに当たって

は、病診連携はもとより、病病連携、診療所間な

ど多様な連携が図られることを希望する。 

例えば、診療所の機能をより一層高めるためには、

診療科ごとの連携が進むようなソフト・ハード面

での支援が考えられると思う。 

慢性期医療の在り方の検討(P27)について、国の方

針にそって慢性期機能の需要推計における目標設

定をしなければならないと思うが、国の制度設計

が不透明な中で、その実現は難しい面が多いので

はないか。特に、医療・介護に関しては、人生の

最終段階における医療をどう考えるかといった国

民の意識が大きいと考える。本来であれば、国が

もっと国民的な議論を進める取組をすべきと思う

が、県においても県民・地域住民に対して、この

ことを考えてもらう機会を設けることも地域医療

構想における体制整備を進める上で重要と思う。

（理由） 

診療所については、家庭医や総合診療医としての

役割が期待される一方、特定の診療科の専門医療

を提供しているところも少なくないため、例えば、

地域における診療所間で得意とする診療科のネッ

トワークの構築ができれば、在宅医療体制の強化

にも寄与するのではないかと考えるため。 

また、ソフト事業による顔の見える関係づくりの

推進とともに、ハード整備を介した診療科間の連

携づくりといったものも考えられるため。 

医療・介護については、特に人生の最終段階にお

いて、税負担・費用負担を含め、どこまでの体制

整備が必要なのか、国民の意識を反映していくこ

とが重要と考えるため。 

御意見を踏まえ、P26 に ICT の活用に

よる診療情報共有の取組の記述を追加

しました。 

また、P27 において、病床機能の分化・

連携に関する県民の理解促進について

記述しています。 

 

 

５ 全般 

機械的な医療機関の再編・淘汰、ベッド数削減、

医師数の抑制などをやめ、提供体制の確保に国と

自治体が責任を持ってください。 

特に不足している特別養護老人ホームの拡充や、

介護事業所の整備を行ってください。 

必要病床数については、科学的根拠を基に、十分

な議論を行ってください。また、早期退院を余儀

なくされた患者の追跡調査を行い、早期退院が患

者の予後に及ぼす影響を検証してください。 

「かかりつけ医」・「総合診療専門医」・「かかりつ

け歯科医」等の制度を用いてフリーアクセスの制

限を行わず、必要なときに必要なサービスが十分

に受けられるようにしてください。 

生活習慣病の改善に口腔内ケアが重要な影響を与

えることがわかってきており、歯科健診・検診の

充実、歯科疾患予防や摂食嚥下と全身疾患との関

わりの研究・啓蒙・評価の充実、病院から在宅の

流れの中で口腔の情報が共有できる地域連携をさ

らに評価してください。 

地域医療構想の策定後は、地域医療構

想調整会議等において、地域の実情に

応じた課題抽出や実現に向けた施策を

関係者で検討し、関係機関とも連携し

ながら、地域全体を俯瞰した形で地域

医療構想が実現していくよう取り組む

こととしています。(P35) 

また、御意見を踏まえ、静岡県地域医

療構想の実現に向けて地域における介

護系施設等の整備も重要となることの

記述を追加しました。(P23) 

 

 

 



２ 医療法第 30 条の４第 13 項及び第 14 項の規定に基づく関係団体、市町等への意見聴取 

（１）意見聴取先 

関係条項 意見聴取先 

医療法第 30 条の４ 

第 13 項関係 

・一般社団法人静岡県医師会  ・一般社団法人静岡県歯科医師会 

・公益社団法人静岡県薬剤師会 ・公益社団法人静岡県病院協会 

医療法第 30 条の４ 

第 14 項関係 

・静岡県医療審議会  ・市町  ・静岡県保険者協議会 

・一部事務組合 

御殿場市・小山町広域行政組合消防本部 

袋井市森町広域行政組合袋井消防本部 

田方消防本部   志太広域事務組合志太消防本部 

吉田牧之原市広域施設組合消防本部   下田消防本部 

（２）意見聴取期間 

   平成 28 年 1 月 15 日（金）から平成 28 年 2 月 5 日（金）（文書による意見照会） 

（３）意見提出状況 

   ２団体、５市町、１一部事務組合から、計 23 件  

（４）意見内容と対応 

No. 
団体 

市町 
意 見 内 容 対応（案） 

１ 
関係 

団体 

地域医療構想の策定に当たっては、以下の三点につい

て明確に位置付け、さらに歯科診療所や病院歯科の具

体的な役割がわかるよう明記していただきたい。 

(1)高度急性期から慢性期までに至る病床機能に応じ

て、入院患者に対する切れ目のない歯科医療提供

による口腔機能管理が必要であること 

(2)在宅や施設等で療養している患者（難病や障がい

者等を含む）に対する訪問歯科診療を推進すべき

こと 

(3)病院への入退院や施設等への入所、さらには在宅

へ移行する中で、患者の居場所が変わっても、患

者の口腔内所見等の歯科診療情報がしっかりと管

理・活用できるようにすること 

 

御意見を踏まえ、「歯科を含めた

地域連携クリティカルパスの導

入を検討する」旨の記述を追加

しました。(P26) 

また、地域医療支援病院との連

携強化として「かかりつけ医等」

という記述を「かかりつけ医・

歯科医」とし、関係者間での診

療情報共有の方向性をより明確

にしました。(P26) 

２ 
関係 

団体 

構想区域内における、入院患者への口腔機能管理およ

び歯科医療提供や、要介護者等への対応を含めた需要

と供給の乖離を分析した上で、効率的に歯科診療所を

活用する方策が必要である。また、このような施策に

ついては総合確保基金の対象とし、継続的に担保すべ

きである。 

 

構想区域における病院歯科の必要数や機能、病院にお

ける歯科医師、歯科衛生士の配置を促進する方策等に

ついても構想に記載すべきと考える。また、現状の病

床機能報告制度は大部分が医科疾患に関する内容で

あるが、訪問歯科診療を行う歯科診療所との連携や、

入院患者への口腔機能管理および高次歯科医療等の

重要性に鑑み、これらの実態についても調査報告を求

めるべきである。 

平成 23 年の調査では、要介護 3

～5の者の約3/4に歯科医療の必

要性があると報告されているた

め、P28 にその旨を追加しまし

た。入院患者への口腔機能管理

は、平成 28 年度の診療報酬改定

で歯科を標榜する病院への歯科

訪問診療について、今後の動向

について情報収集をしていきま

す。 

病床機能報告制度については、

国の「地域医療構想策定ガイド

ライン等に関する検討会」にお

ける議論も踏まえつつ、国に対

して、課題の改善を働き掛けて

いきます。 



No. 
団体 

市町 
意 見 内 容 対応（案） 

３ 市町 

本構想では、今後の高齢社会のさらなる進展に向け、

医療・介護従事者の確保とともに、病床機能の分化・

連携の推進と在宅医療の充実が大きな柱とされてい

る。県においても、在宅医療の基盤整備や認知症に対

する施策など必要な施策を着実に推進するようお願

いする。 

また、病床機能の分化による病床転換は各医療機関の

経営判断にも関わってくる問題であり、高度急性期、

急性期病床については２次救急医療の運営に支障を

来すことのないような配慮も必要と考える。 

今後設置されることとなっている地域医療構想調整

会議において有効な協議がなされることにより、病床

機能分化及び連携が効果的に進められ、医療提供体制

や地域に密着した介護サービスが充実したものとな

るよう、県がイニシアチブを取ることを期待する。

 

地域医療構想を実現し、その地

域にふさわしいバランスの取れ

た医療・介護サービス提供体制

を構築するため、関係団体や市

町とも連携しながら施策を進め

ることとしています。(P26) 

併せて、地域医療構想調整会議

等において、地域の実情に応じ

た課題抽出や実現に向けた施策

を関係者で検討し、関係機関と

も連携しながら、地域全体を俯

瞰した形で地域医療構想が実現

していくよう取り組むこととし

ています。(P35) 

４ 市町 

超高齢化社会における医療と介護の総合的な確保を

目指すためには、地域の特性に応じて作り上げていく

地域医療構想と地域包括ケアシステムを有機的に機

能させていくことが重要である。 

地域医療構想の策定により、高度急性期から慢性期ま

での４つの病床機能区分の再編が成されたとしても、

その先の地域における受け皿としての在宅医療が整

備されていなければ意味がない。地域における医療資

源は、県内市町によって大きく異なり、医療資源の不

足や偏在などが見受けられる。 

県においては、県内市町との連携強化により、医療資

源の実状や課題を把握するとともに、訪問看護師の育

成等、在宅医療の整備、推進に積極的に取り組んでい

ただきたい。 

 

構想区域等ごとに設置する地域

医療構想調整会議等において、

関係団体や市町をはじめ関係者

の情報共有と連携を図るととも

に、地域医療介護総合確保基金

も活用しながら、必要な施策を

進めることとしています。(P35)

 

 

５ 市町 

ひとり暮らしを含めた高齢者世帯が増加しているこ

ともあり、在宅医療の推進について多くの理解が得ら

れるか懸念を感じる面もある。在宅医療体制を支える

人材の育成やシステムの構築、市民への啓発を積極的

に行っていくことが必要であり、このための実効性の

ある支援が必要である。 

 

駿東田方医療圏域は広いため、圏内各市町の医療の現

状をみたとき、病院の機能や医師会の考え方、医療資

源も異なり、一律に進めていくことは困難ではないか

と考える。各市町の実状を十分に考慮し、弾力的な対

応が可能となるよう要望する。 

 

産科医不足が全国的にクローズアップされているが、

市民が安心して産み育てられるための医療提供体制

づくりへの支援を強く要望する。   

 

 

御意見を踏まえ、在宅医療等に

関する県民の理解促進に係る記

載を充実しました。(P31)  

なお、県が実施したアンケート

では、「自宅で医療や介護を受け

ることができる体制を推進する

べき」と思う人が７割を超えて

います(P10)。その実現に向け

て、市町をはじめ関係者の皆様

と協力しながら、地域の実情に

即した取組を進め、県民がいつ

でも、どこでも、安心して必要

な保健医療サービスが受けられ

る医療体制の整備及び質の向上

を目指すこととしています。

(P1) 

 

 



No. 
団体 

市町 
意 見 内 容 対応（案） 

６ 市町 

P35 地域医療構想調整会議については、地域医療構想

策定ガイドラインに記載されている、具体的な委員構

成（学識経験者、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看

護協会、市町村等）、専門部会やワーキンググループ

の設置についても、追記すること。 

委員構成については作業部会の委員をベースに検討

されると聞いているが、在宅医療等の議論において

は、訪問看護、介護施設、介護サービス事業所、精神

科病院等の意見も重要となることから、病院に偏らな

い適切な委員構成にすること。 

また、今後調整会議を進めるにあたり、以下について

考慮いただきたい。 

○P35 に「医療機関や関係者同士が様々な情報やデー

タを共有」と記載されているが、例えば以下のよう

なデータ（二次医療圏別）を用いて、地域の実情に

あった議論をすべきである。 

・医療資源投入量が具体的に分かるデータ（一般病床

で C3 未満の患者数の推計） 

・医療療養型、介護療養型、介護保険施設、在宅療養

患者等の医療区分に応じた患者数 

・病院報告に基づく患者数(一日平均在院患者数等) 

・亜急性期、回復期リハビリテーション、地域包括ケ

ア病床等回復期機能の実績数 

・訪問診療、往診、訪問看護の実績数 

・グループホーム、サ高住等の入所者数 など 

○在宅医療の在り方を検討するにあたっては、 

・特養や介護老人保健施設は、今まで市が待機状況等

を考慮し、介護保険事業計画に基づき整備してきた

経緯があることから、介護サービス事業も含め市と

の協議をされたい。 

・精神科病床の認知症患者や精神障害者の扱い（地域

移行）について、今後の在宅医療等への影響を十分

議論していただきたい。 

○病床機能の配置、診療科等の地域バランスや、北遠

地域等（県境の患者流出入が多い地域含む）の地域

特性を考慮した議論を行っていただきたい。 

○新専門医制度の導入により医療機能と医師の偏在

が懸念されていることから、地域の人材確保の状況

も考慮しながら、調整会議を進めていただきたい。

 

御意見を踏まえ、地域医療構想

調整会議の委員構成や専門部会

等の設置に関する記述を追加し

ました。(P35)  

また、地域医療構想調整会議等

においては、地域の実情に応じ

た課題抽出や実現に向けた施策

を関係者で検討し、関係機関と

も連携しながら、地域全体を俯

瞰した形で地域医療構想が実現

していくよう取り組むこととし

ています。(P35) 

 

 

 

７ 市町 

以下について、県と市町がどのような調整、どのよう

な役割分担となるか、ご教示いただきたい。 

P28(2) 

ア 地域密着型介護施設の整備の促進内容 

イ 特別養護老人ホームの計画的な整備の支援内容 

イ 介護老人保健施設の計画的な整備の支援内容 

 

 

 

県の保健医療計画と市町の介護

保険事業計画との整合性が取れ

た、計画的な整備を進めていき

ます。 

 

 



No. 
団体 

市町 
意 見 内 容 対応（案） 

８ 市町 

・P24 図５－１と第６章区域別構想の数値の整合が 

とれず分かりにくいため、県全体及び圏域別の必要

病床数を記載した一覧表を加えること 

御意見を踏まえ、一覧表を追加

しました。(P19,23) 

９ 市町 

・第６章「人口構造の変化の見通し」について、断定

形とならない書きぶりとすることが適当である。 

御意見を踏まえ、記述を修正し

ました。(第 6章) 

 

10 
関係 

団体 

「地域医療構想全般」 

2025 年を見据えた医療保険、介護保険の財政事情は

決して楽観できない状況である。国民皆保険を長期的

に安定して維持していくことは、保険者の責務である

とともに、すべての県民や医療・介護関係者の願いで

あることは言うまでもないが、地域医療構想の実現や

地域包括ケアシステムの構築にあたっては、限りある

資源を最大限有効活用し、効率的かつ良質な医療等を

提供するための関係者各位の今後の取り組みをお願

いする。 

地域医療構想の実現や地域包括

ケアシステムの構築に向けて、

関係者の皆様と協力しながら、

地域の実情に即した取組を進

め、県民がいつでも、どこでも、

安心して必要な保健医療サービ

スが受けられる医療体制の整備

及び質の向上を目指すこととし

ています。(P1) 

11 
関係 

団体 

「地域医療構想の基本理念」 

現在すでに運営されている医療機関において、今後、

病床機能の分化・連携を進めるための工程が容易なも

のでないことは理解しているが、県民の 10 年後、ま

たその後を見据えて、医療提供体制の「あるべき姿」

を実現していくことが必要である。 

また、今後の最大の課題として医療・介護の連携、特

に在宅医療・介護にいかに取り組んでいくかが重要に

なるが、急性期から在宅医療・介護までの一連の流れ

が住み慣れた地域で継続できるよう、その実現に向け

て県と市町が一体となって、関係団体をはじめ医療・

介護従事者等との十分な調整を行い、円滑に実施でき

るよう注力されることを強く希望する。 

構想区域等ごとに設置する地域

医療構想調整会議等において、

関係団体や市町をはじめ関係者

の情報共有と連携を図るととも

に、地域医療介護総合確保基金

も活用しながら、必要な施策を

進めることとしています。(P35)

 

 

 

12 
関係 

団体 

「県民の意識・意向」 

地域医療構想で定められる将来の必要病床数等につ

いては、高齢者のみならず、将来医療を受けることと

なる現役世代にとっても重要な問題である。 

また、現役世代は、医療保険の保険料を支払うことを

通して、高齢者の医療費も財政的に支えている立場で

あり、さらには地域医療介護総合確保基金が消費税財

源により賄われることを考えると、地域医療構想は現

役世代にも納得感を得られるものでなければならな

い。 

「県政インターネットモニターアンケート」では、約

７割の人が「地域医療構想」を知らないと回答してい

るが、これは大きな問題である。県においても、普及

啓発のための講演会やタウンミーティングだけでな

く、様々な広報媒体・手段を活用して、単に地域医療

構想の説明だけでなく、将来の人口減少や医療機関の

かかり方、在宅医療・介護の重要性などについても周

知活動を行い、県民の認知度や理解度の促進に努める

くことが重要である。 

 

医療と介護の一体改革には、サ

ービスの利用者として、また、

地域で医療や介護を支える立場

としての県民の役割も重要とな

ることから、普及啓発のための

講演会等のほか、各種媒体を活

用した広報等も通じて、県民の

理解促進に努めることとしてい

ます。(P27 ,30) 

 

 



No. 
団体 

市町 
意 見 内 容 対応（案） 

13 
関係 

団体 

「平成 37 年の必要病床数と在宅医療の必要量」 

平成 37 年の必要病床数等については、将来推計人口

や NDB のレセプトデータ、DPC データなど客観的な数

値に基づき全国統一的な基準により作成され、地域医

療構想策定作業部会等において関係者全員が合意し

た内容でもあるため、今後の状況の変化等がない限り

最大限尊重されるべきものと考える。 

その実現にあたっては、各圏域における必要病床数の

確保及び在宅医療等への転換を推進するとともに、住

民のニーズを常に把握するよう努め、整備する病床等

が需要を上回ることのないよう留意して整備に取り

組む必要があると考える。 

必要病床数等については尊重す

べきものですが、あくまで平成

25 年度の実績に基づいた推計値

であることから、状況変化等を

踏まえて必要に応じて見直しを

行うこととしています。 

(P19,23) 

また、地域医療構想調整会議等

において、地域の実情に応じた

課題抽出や実現に向けた施策を

関係者で検討し、関係機関とも

連携しながら、地域全体を俯瞰

した形で地域医療構想が実現し

ていくよう取り組むこととして

います。(P35) 

14 
関係 

団体 

「実現に向けた方向性」 

病床機能の分化・連携の推進、とりわけ慢性期医療の

提供体制と在宅医療・介護の整備については常にセッ

トで考える必要があるが、病診間の連携や医療・介護

サービスを提供する従事者等のネットワーク化を推

進するとともに、介護保険事業（支援）計画や地域包

括ケアシステムとの整合を図りながら進めていくこ

とが重要と考える。在宅医療・介護を推進するための

受け皿づくりが遅れ、地域医療構想が予定どおり進ま

ないということのないよう、詳細な工程表を作成し計

画的に推進していく必要があると考える。 

「地域医療介護総合確保基金」については、資料をわ

かりやすくする観点から、脚注で説明すべきである。

平成 30年度の保健医療計画と介

護保険事業計画の同時改定も見

据えながら、計画的に取り組ん

でまいります。 

また、御意見を踏まえ「地域医

療介護総合確保基金」について

脚注を記述しました。(P26) 

15 
関係 

団体 

「地域連携クリティカルパス」、「地域医療支援病院」

は、県民に伝わりにくいため、注釈が必要と考える。

御意見を踏まえ,脚注を記述し

ました。(P26) 

16 
関係 

団体 

「在宅医療の基盤整備の促進」 

在宅医療に取り組む診療所等の地域偏在は今後の大

きな問題になってくると思われる。 

どのような政策誘導をしていくのか、具体的にはどの

ような施策が考えられるのかについて、今後の計画段

階では明確な記述がなされるべきだと考える。 

 

在宅医療の体制整備と慢性期医

療の提供体制の在り方について

は一体的に推進する必要がある

ためことから、国の検討結果も

踏まえ、地域医療構想調整会議

等において検討していくことと

しています。(P27) 

17 
関係 

団体 

「地域に密着した介護サービスの展開」 

本文に「「地域包括ケアシステム」の構築に向けた介

護サービス等の充実を図ります。」と記載して結んで

あるにもかかわらず、まず、「ア 介護サービスの基

盤整備」で特養・老健の整備について記載し、また、

このことが地域密着サービスの整備よりも手厚く記

載されている。 

「地域包括ケアシステム」の定義は、「可能な限り住

み慣れた地域で生活を継続すること」であり、特養・

老健の整備が関係ないとは言わないが、このことがケ

アシステム構築の中心であるかのような印象を受け

る記載となっており、少し違和感がある。 

御意見を踏まえ、地域包括ケア

システムの構築に向けて、地域

密着型サービスを中心とした取

組を進めていく旨の記述となる

よう修正しました。(P28) 

 

 



No. 
団体 

市町 
意 見 内 容 対応（案） 

18 
関係 

団体 

「病床機能の分化・連携に関する県民の理解促進」 

「在宅医療等に関する県民の理解促進」 

県民の理解促進について記載されている(P27,30)こ

とは有意義だが、それを実現するために皆保険制度の

仕組みについて理解促進することも重要と考える。 

保険料負担以上の医療サービスを受けている人や保

険料を負担していない人がいる中で、今後は医療の高

度化で一人当たり医療費の増大が見込まれる。 

医療を安心して利用できるために欠かせないことと

して、財政負担の現状とそれを背負う世代の負担等、

被保険者一人ひとりの自覚が地域医療構想と皆保険

制度の持続に不可欠であると考える。 

 

医療と介護の一体改革には、サ

ービスの利用者として、また、

地域で医療や介護を支える立場

としての県民の役割が重要とな

るため、普及啓発のための講演

会やタウンミーティング等を継

続的に開催することで意識改革

を図ることとしています。 

(P27) 

 

19 
関係 

団体 

「３ 医療従事者の確保・養成」 

県内の医師、歯科医師、薬剤師、看護師の数は、いず

れも全国平均を下回っており、医療人材の確保は、今

後とも県の重要な課題になると思われる。 

特に在宅医療を充実させるためには、複数の症状を合

わせ持つ高齢の患者等への在宅医療を行うことので

きる医師や訪問看護師等を増やし、在宅医療に取り組

む診療所等の地域偏在などに対応していく必要があ

るが、県内外から若手医師等を確保・養成することは

喫緊の課題であるので、県における現在の取り組みを

さらに加速して推進すべきと考える。 

 

本県では医師確保対策を積極的

に推進してきたところであり、

引き続き若手医師の県内就業及

び定着を進めていくこととして

います。(P32) 

 

 

20 
関係 

団体 

区域別構想の「平成 26 年度以降の状況変化と今後の

見込」（以下「今後の見込」）は、必要病床数等の記載

と整合性がとれていないにも関わらず、反映されてい

るかのような誤解を与えやすいように思う。このた

め、「今後の見込」は、必要病床数等の後に記載した

方が理解しやすいと思う。 

 

御意見を踏まえ、必要病床数と

在宅医療等の必要量の推計方法

について、記載を充実しました。

(P19) 

 

 

21 
関係 

団体 

区域別構想 P44「４ 実現に向けた方向性」において、

「回復期機能と慢性期機能の垣根を低くすることが

必要です。」とは、どのような意味なのかイメージが

出来ない。仮に、慢性期機能と回復期機能を区分しな

いことに近い意味だとすれば、病床機能分化を掲げて

策定する構想として違和感がある。 

また、この考え方が必要な理由として挙げている「ひ

とり暮らし高齢者が多いこと」は、現状、熱海伊東区

域で特に深刻なのは理解できるが、今後多くの区域で

共通する課題になると思うので、この区域の実情に応

じた考え方として構想の中で明示することにも違和

感がある。 

 

熱海伊東構想区域においては、

平成 25年度と比較して４医療機

能の全てで充実が必要と推計さ

れており、地域の実状も考慮す

ると、回復期から在宅医療等の

間でスムーズな移行が重要にな

るという考え方で記述していま

す。(P44) 

 

22 
関係 

団体 
図番号、表中の段落ずれ、語句の修正 

御意見のとおり修正しました。 



No. 
団体 

市町 
意 見 内 容 対応（案） 

23 
関係 

団体 

今回、構想として示された県２次医療圏ごと４つの病

床機能の比較において、数値としては必要病床数が示

されている。 

しかし、構想区域ごとの医療提供体制の格差是正につ

いて、県として今後の具体的な取り組みが明確にされ

ていない感がある。 

他方、平成 30 年度には都道府県は、国保の共同保険

者となり、国保保険料の統一化を目標に掲げており、

保険者ごとの医療費に密接にかかわる県内の医療提

供体制の格差解消をより具体に進める道筋（期間、手

法等）を速やかに示す必要があると考える。 

また、公立病院の経営者かつ国民健康保険の保険者で

ある市町とは、住民や議会への理解が進むような十分

な議論・協議がなされるよう要望する。 

 

区域別構想における「実現に向

けた方向性」について、各圏域

での検討を踏まえて記載を充実

しました。(第６章) 

また、地域医療構想調整会議等

において、地域の実情に応じた

課題抽出や実現に向けた施策を

関係者で検討し、関係機関とも

連携しながら、地域全体を俯瞰

した形で地域医療構想が実現し

ていくよう取り組むこととして

います。(P35) 

 

 

 

 


